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関東農政局管内の海面漁業・養殖業
１ 漁業産出額

○ 関東農政局沿海都県（以下「関東局」という。）の海面漁業・養殖業産出額（平成29年）は1,485億
6,500万円で、全国に占める割合は10％となっています。

○ 都県別をみると、静岡県が603億8,800万円（全国第７位）で最も多く、次いで千葉県が285億5,400
万円（同17位）、茨城県が227億9,200万円（同19位）の順となっています。

○ 海面漁業・養殖業別にみると、関東局では海面漁業が96％となっており、全国の66％に比べて
大きく上回っています。
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（１）海面漁業・養殖業産出額（平成29年）

（２）海面漁業の魚種別産出額（平成29年）

⑧

農政局別 海面漁業・養殖業別
（全国・関東局）

都道府県別

海面漁業・養殖業産出額

注：１ 海面漁業・養殖業産出額は、海面漁業生産統計調査結果を基に推計しています。
２ 捕鯨業は含まない。

○ 関東局の海面漁業の魚種別産出額をみると、かつお類が307億3,400万円で最も多く、次いでまぐろ類
が294億3,100万円、いわし類が175億7,400万円、さば類が157億7,900万円の順となっており、この４魚
種で関東局の66％を占めています。

また、関東局上位４魚種の全国シェアをみると、かつお類が44％、まぐろ類が24％、いわし類が
26％、さば類が35％となっています。

海面漁業の魚種別産出額（全国・関東局） 関東局上位４魚種の全国シェア
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全国順位 都道府県 産出額 全国シェア

位 億円 ％

1 北 海 道 2,721 19

2 長 崎 1,057 7

3 愛 媛 852 6

4 宮 城 820 6

5 鹿 児 島 776 5

6 青 森 654 4

7 静 岡 604 4
：

17 千 葉 286 2

：
19 茨 城 228 2

：
24 神 奈 川 189 1

：
26 東 京 180 1

全 国 14,593

魚　種　別 産出額 構成比 魚　種　別 産出額 構成比
億円 ％ 億円 ％

1位 か つ お 類 307 22 ま ぐ ろ 類 1,229 13

2位 ま ぐ ろ 類 294 21 貝 類 904 9

3位 い わ し 類 176 12 か つ お 類 691 7

4位 さ ば 類 158 11 い わ し 類 672 7

5位 貝 類 54 4 さ け ・ ま す 類 666 7

6位 え び 類 50 3 い か 類 658 7

7位 ぶ り 類 37 3 さ ば 類 450 5

8位 い か 類 22 2 か に 類 321 3

9位 か じ き 類 19 1 ぶ り 類 311 3

10位 ひらめ・かれい類 15 1 あ じ 類 309 3

－ 海 面 漁 業 計 1,427 100 海 面 漁 業 計 9,613 100

関東局 全国
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○ 関東局の海面漁業の漁獲量を最新のデータ（平成30年）でみると、66万6,631ｔとなっています。
また、魚種別にみると、いわし類が24万8,600ｔで最も多く、次いでさば類が17万8,297ｔ、かつお

類が12万6,792ｔ、まぐろ類が４万8,269ｔの順となっており、この上位４魚種で関東局の90％を占
めています。

○ 魚種別に近年の推移をみると、いわし類が増加傾向で、さば類が減小傾向で推移しています。
○ 関東局上位４魚種の漁獲量を都道府県別にみると、いわし類及びさば類は茨城県が、かつお類及び
まぐろ類は静岡県が、それぞれ全国第１位となっています。

２ 海面漁業漁獲量

海面漁業漁獲量の推移

まぐろ類

かつお類

全 国
260千ｔ
(100％)

いわし類

全 国
739千ｔ
(100％)

さば類

全 国
542千ｔ
(100％)

魚種別漁獲量（都道府県別）（平成30年）

魚類分類

かつお類 かつお、そうだがつお類

まぐろ類
くろまぐろ、みなみまぐろ、びんなが、めばち、きはだ、
その他のまぐろ類

いわし類 まいわし、うるめいわし、かたくちいわし、しらす

さば類 まさば、ごまさば等

全 国
165千ｔ
(100％)

0

120 157 
254 

いわし類

249

240 
230 

209 さば類

178

123 
116 

108 かつお類

127
53 46 

48 まぐろ類 48

その他

0

200

400

600

800

平成27年 28 29 30

（千ｔ）

632千ｔ
626千ｔ

691千ｔ 漁獲量計
667千ｔ

茨城

143 

(19%)

千葉

72 (10%)

長崎

69 (9%)
三重

52 

(7%)
愛知

39 

(5%)

宮城

39 

(5%)

その他



100

87

71

60

100

87

75

60

40

60

80

100

平成15年 20 25 30

３ 漁業経営体

- ３ -

○ 関東局の漁業経営体数（平成30年）は5,856経営体で、全国に占める割合は７％となっています。
○ 都県別にみると、静岡県が2,200経営体で最も多く、次いで千葉県が1,796経営体、神奈川県が
1,005経営体の順となっています。

○ 漁業経営体数の推移をみると、全国同様に減少傾向で推移しており、平成15年に比べ30年は40％減少
しています。

兼業の有無別経営体数割合
（全国・関東局）
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（１）漁業経営体数

○ 関東局の漁業経営体における兼業の有無をみると、兼業を行っている経営体数割合は32％で、全国と
比べ10ポイント上回っています。

○ 関東局では遊漁船業の事業割合が12.6％となっており、全国の4.7％に比べて大きく上回っていま
す。

（２）兼業種類別経営体数（平成30年）
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推移（実数）（関東局）

全国順位 都道府県 漁業経営体数 全国シェア

位 経営体 ％

1 北 海 道 11,089 14

2 長 崎 5,998 8

3 青 森 3,702 5

4 愛 媛 3,444 4

5 岩 手 3,406 4

：
14 静 岡 2,200 3

：
18 千 葉 1,796 2

：
27 神 奈 川 1,005 1

：
35 東 京 512 1

：
37 茨 城 343 0

全 国 79,067

全国 7.8

2.6

6.5

4.7

0.5

1.1

1.5

関東局 10.7

3.0

6.1

12.6

1.0

2.3

2.4

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 14.0

そ の 他

小 売 業

農 業

遊 漁 船 業

漁 家 レストラン

漁 家 民 宿

水 産 物 の 加 工

(％)



0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

15～24歳 25～34 35～44 45～54 55～64 65～74 75歳以上

推移（平成15年＝100）

184 177 

152 

124 

0

50

100

150

200

平成15年 20 25 30

（百人）

漁
業
就
業
者
数

100 96

83

68

100

93

76

6460

70

80

90

100

平成15年 20 25 30

全 国

関東局

４ 漁業就業者

（１）漁業就業者数

１ 漁業産出額は、「漁業産出額」による。
２ 海面漁業・養殖業は、「海面漁業生産統計」による。
３ 漁業経営体及び４ 漁業就業者は、「漁業センサス」による。

関東農政局沿海都県（関東局）とは、茨城県、千葉県、東京都、神奈川県及び静岡県の５都県です。

図表の統計数値については、表示単位未満の数値を四捨五入したため、合計値と内訳の計が一致しない場合がある。
図中の割合は、表示単位未満の公表値で算出したため、図中の数値で算出した数値と一致しない場合がある。

この資料に関するお問い合わせは、下記までお願いします。
関東農政局 統計部 統計企画課 TEL:048-740-0058（直通） FAX:048-740-0086

- ４ -

○ 関東局の年齢階層別漁業就業者数割合の推移をみると、全国同様に15歳から44歳の若い各階層で上昇
しており、特に「25～34歳」及び「35～44歳」の階層は、全国に比べて大きく上昇しています。

（２）年齢階層別漁業就業者数

漁業就業者とは、満15歳以上で過去１年間に漁業の海上作業に年間30日以上従事した者をいう。

○ 関東局の漁業就業者数（平成30年）は１万2,430人で、全国に占める割合は８％となっています。
○ 都県別にみると、静岡県が4,814人で最も多く、次いで千葉県が3,678人、神奈川県が1,848人の順と
なっています。

○ 漁業就業者数の推移をみると、全国同様に減少傾向で推移しており、平成15年に比べ30年は32％減少
しています。

年齢階層別漁業就業数割合の推移

上
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低
下

都道府県別（平成30年）農政局別（平成30年）
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全国順位 都道府県 漁業経営体数 全国シェア

位 人 ％

1 北 海 道 24,378 16

2 長 崎 11,762 8

3 青 森 8,395 6

4 岩 手 6,327 4

5 宮 城 6,224 4

：
11 静 岡 4,814 3

：
15 千 葉 3,678 2

：
28 神 奈 川 1,848 1

：
32 茨 城 1,194 1

：
36 東 京 896 1

全 国 151,701

関東局：平成30年

関東局：平成15年

全国：平成15年

全国：平成30年

平成15年 30 対15年差 平成15年 30 対15年差

％ ％ ポイント ％ ％ ポイント

15～24 3.0 3.9 0.9 2.8 3.4 0.6

25～34 6.3 9.8 3.5 6.7 8.5 1.8

35～44 9.9 14.1 4.2 11.7 12.3 0.6

45～54 16.8 15.4 △ 1.4 20.9 15.8 △ 5.1

55～64 26.3 19.6 △ 6.7 24.4 21.7 △ 2.7

65～74 30.7 23.7 △ 7.0 26.4 24.6 △ 1.8

75歳以上 6.9 13.6 6.7 7.0 13.7 6.7

関東局（構成比） 全　国（構成比）


